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研究成果の概要（和文）：　初めて親となる夫婦が関係を良好に保ちながら共に子育てに取り組むパートナーシ
ップを促進するための対面形式での情報提供プログラムの開発を目的とした。妊娠期女性300名に妊娠期と産後5
か月の2回web調査への協力を依頼し、有効回答が得られた206名の結果から、夫婦関係満足の尺度の得点が産後
に低下していることを確認した。また、全国市区町村母子健康包括支援センターへのweb調査では、「パートナ
ーとの関係」についての情報提供が半数に満たない現状が明らかになった。対面でのプログラムや調査の計画を
見直す必要があったため、これらの調査結果及び文献から、地域等の健康教育でも活用しやすい情報提供シート
を作成した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of the study was to develop a face-to-face informational program
 to facilitate a partnership in which first-time parenting couples work together to raise their 
children while maintaining a good relationship.
We asked 300 women in their first trimester to cooperate in a web survey twice, during pregnancy and
 five months postpartum. 206 valid responses were obtained, and we confirmed that scores on the 
marital relationship satisfaction scale (QMI) declined postpartum. In addition, a web survey of 
national municipal comprehensive support centers for maternal and child health revealed that less 
than half of them provide information on "partner relationships.
Based on the results of these surveys and literature, we developed an information provision sheet 
that can be easily used in health education in the community and other settings.

研究分野： 母性看護学

キーワード： 夫婦　育児　パートナーシップ

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
夫婦が初めての子を持つ時期は、関係の再構築と、親役割の修得という発達課題に適応する必要がある。しかし
この時期は夫婦間の葛藤が生じやすく、そのことが親への適応プロセスに影響し、親の心身の健康問題、親役割
機能不全、子の心理社会的な発達への悪影響や子ども虐待の背景要因ともなる。そのため、夫婦関係を良好に保
ちながら共に子育てに取り組む“パートナーシップ”を促進し、親役割移行を支援することは、夫婦の問題にと
どまらず、家族と子の健全な成長発達にとって重要である。本研究では、初めて親となる夫婦への情報提供シー
トの考案にとどまったが、今後継続した研究によって情報提供内容や方法の改善、効果検証を行う必要がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

本邦における少子高齢化、核家族化による個人や地域社会の育児力低下、女性の社会進出に比
して男性の育児参加が進まないことなどにより、育児世代を取り巻く環境および夫婦の子育て
力は脆弱性を増している。このような状況の中で日本の夫婦の多くは結婚後子を産み育て、親と
して新たな発達のステージに進むが、ふたりが初めての子を持つ「親への移行期」は、親密な二
者から子どもを加えた三者への関係の再構築と、親役割の修得という発達課題に適応する必要
がある。しかしこの時期は疲労やストレスから夫婦間の葛藤が生じやすく 1)、近年では「産後ク
ライシス」という言葉とともにこうした現状がよく知られるようになった。 

夫婦関係は親となる時期の適応プロセスに影響し、夫婦間葛藤などの問題は、親役割機能不全
など危機的移行につながる可能性がある。また夫婦の関係は、養育を介して子の発達にも影響す
る 2)。夫婦関係の悪化は、離婚・ひとり親家庭といった子育て環境の問題につながりやすく、離
婚に至らない場合であっても、当事者二人の心身の健康問題、親機能不全、子の心理社会的な発
達への悪影響のリスクを高め、子ども虐待の背景要因となる 3)。そのため、夫婦関係を良好に保
ちながら共に子育てに取り組む“パートナーシップ”を促進し、親役割移行を支援することは、夫
婦の問題にとどまらず、家族と子の健全な成長発達にとって重要である。 

欧米では親への移行期における夫婦関係の悪化を予防する教育プログラムが開発され、その
効果がメタアナリシスで確認され始めている 4)。しかし、本邦では長年夫婦関係より親子関係が
重視され、またプライベートな夫婦の関係に他者が立ち入ることを忌避する文化的特性から、こ
うした介入研究はまだ少ない。申請者は、初めての子を持つ日本人夫婦に対して、「親への移行
期」に働きかけるプログラムを開発し、比較群有の事前事後テストで出産後の夫婦関係への肯定
的な感情と行動に関する効果を確認した 5)。このプログラムは助産師による健康教育の場面を想
定して開発したもので、120分間の出産前教育において、①現実的な予測、②役割調整、③養育
行動、④ストレスコントロール、⑤コミュニケーション、⑥関係維持行動についての情報提供と
リハーサル、話し合いをおこない、夫婦が互いにいたわり感謝を伝え合うことや、性的なことを
含めて夫婦の関係を意識的に維持すること、葛藤やストレスへの対処、実家の両親との関係など
の具体的な知識を含むものであった。この研究では、夫婦関係の否定的な感情や行動に関する介
入の効果について明らかにすることができなかった。また、研究方法において対象者が限定され、
募集の段階で夫婦関係が良好、あるいは良好に保ちたいとの意欲をもつ者に偏る傾向もあり、課
題が残された。親への移行期に夫婦関係が悪化するのは、もともと関係が不安定な場合であり 6)、
こうした対象者も含めてプログラム内容にアクセスしやすい仕組みを構築する必要があると考
えた。 

これまで親への移行期にある夫婦のパートナーシップ促進に関しては、夫から妻へのサポー
トを促進することについての指南書や学級などの実践報告、夫婦の役割調整あるいはコミュニ
ケーションなど一側面に着目した内容が多い。本研究では、夫婦のコミュニケーション、男性が
抱える困難にも着目した夫婦相互のいたわり合い、性的なことを含めた夫婦関係の意識的な維
持方法、葛藤やストレスへの対処、実家の両親との関係などの知識を含め、パートナーシップに
ついて網羅的な内容とする必要がある。また、欧米のプログラムの多くは心理学者によるもので
あるが、日本で心理学者による介入は、深刻な問題を抱えた場合に限定されており、健康な妊娠
期の夫婦に対して出産前教育などを通じて関わるのは、主に助産師などの保健医療職である。妊
娠・出産は、通常であれば健康教育に関心を示さないような夫婦が、その後の生活に役立つ知識
を得て行動を変容させる契機となる。助産師は、母親と家族に親準備のために必要な相談や情報
提供をおこない、彼らの関係が良好であるかをアセスメントし、ふたりが役割の変化に対応でき
るように支援する専門的な役割を持つ。しかし、多くの出産前教育は親準備が主眼となっており、
夫婦の良好な関係に基づくパートナーシップ促進に関してこれまで指針となるものはなかった。
そのため、本研究では、一般的な妊娠期夫婦への健康教育の場で活用可能な情報提供プログラム
を開発することによって、初めての子を持つ夫婦のパートナーシップを促進する必要があると
考えられる。 

 

２．研究の目的 

本研究では、初めて親となる夫婦のパートナーシップを促進するために、当初は (i) 妊娠期あ
るいは将来妊娠を考えている夫婦を対象に、情報提供プログラム試案を作成し、パイロットテス
トによる修正後、情報提供プログラムを完成する (ii) 情報提供プログラムを対象夫婦に提供し、
プロセス評価・影響評価・成果評価をおこなう、という 2つの目的について実施を目指した。 

試案作成段階において、参考にする予定であった米国のプログラムへの参加ができなかった
こと、その後の新型コロナウイルス感染症の蔓延によって協力施設での健康教育や調査の実施
が困難になったことから、研究計画の見直しが必要となった。そこで、まずは現在の出産前後の
夫婦関係の変化を把握すること、全国の自治体における母子保健実務担当者らによるパートナ
ーシップ関係の健康教育実施状況を把握することを通じて、情報提供プログラム提供の方向性
を検討することを目的とした。 

 



出産後の生活 ・ 赤ちゃんは 思いどおりにならないもの

・ 一緒に乗り越え、ふたりで「親」になっていく

・ 一番大変なのは最初の3か月

夫婦の役割分担 ・ 優先順位をつける

・ お互いの分担を話し合い、納得する

・ 子育て支援をフル活用する

赤ちゃんのお世話 ・ パパは、母乳以外なんでもできる

・ 赤ちゃんはいつもお世話してくれる人が大好き

・ 赤ちゃんの泣きには 交代でつきあう

ストレス ・ 子どもを育てている、それはすごいこと

・ 自分なりの育児に自信を持つ

・ 早めにSOSを出し、たくさんのサポートをもらう

・ まず自分の欲求を満たし、自分を大切にする

コミュニケーション ・ 「ありがとう」「おつかれさま」を まめに伝え合う

・ 思ったことは言葉にして うまく伝える

・ 相手のペースでじっくり話を聴く

・ 日常のちょっとしたコミュニケーションを大切にする

夫婦の関係を ・ ふたりで 思いや体験を共有する

良好に保つコツ ・ ふたりで過ごす大切な時間を意識的につくる

・ 意見がくいちがったときは、話し合う

・ スキンシップを大切にする

妊娠期（非妊娠期）

・二者関係

・親になる準備期

出産期

・親として新たな役割に慣れる

・三者関係への再構築

育児期

・互いに役割の再調整を繰り返す

・ともに親として発達していく

はじめて親になる夫婦は・・・

現実的な予測

役割調整

養育行動 関係維持行動

          

         

３．研究の方法 

（１）現在の出産前後の夫婦関係の変化 

 web 調査会社 (株) Cross Marketing を通じて妊娠期（16 週以降）女性 300 人に調査への協
力を依頼し、妊娠期と産後 5か月の 2 回、夫婦関係満足の尺度（Quality Marriage Index；以下
QMI）の得点の変化を調査した。 

（２）全国の自治体におけるパートナーシップ関係の健康教育実施状況 

全国市区町村の母子健康包括支援センター等の母子保健実務担当者を対象に、センターが実
施している妊婦を対象とした健康教育の実態について web を用いたアンケート調査を行った。
全国の母子健康包括支援センターから無作為に 1,000 か所を抽出し、郵送で調査への協力を依
頼し、QRコードから Microsoft formsへの回答を求めた。 

いずれの調査も申請者の所属大学校研究倫理審査の承認を得て実施し、得られたデータは
IBM-SPSS（ver.25)を用いて分析した。 

 

４．研究成果 

（１）現在の出産前後の夫婦関係の変化 

2021年 1月、妊娠期女性 300名に調査への協力を依頼し、2021 年 11月までに妊娠期と産後
5 か月の 2 回調査を実施、有効回答が得られた 206 名（68.7%）の結果を分析した。QMI の得
点は産後 5 か月時点で有意に低下しており、質問項目別ではパートナーとの関係における幸福
感や、パートナーと同じチームの一員のようであると感じているかについて低下がみられた。こ
れは先行研究の結果を支持するものであり、産後クライシスなどの知識が広がった現在におい
ても、出産後の女性が夫婦関係満足の低下を自覚していることが明らかになった。この調査は
web調査会社に登録中のパネルが対象であるため、結果の一般化には限界があるが、全国 40 都
道府県の対象者から回答が得られている点で、地域による偏りは軽減できている可能性がある。 
（２）全国の自治体におけるパートナーシップ関係の健康教育実施状況 

2022年 12月から 2023年 2月、全国市区町村母子健康包括支援センター1,000 か所の母子保
健実務担当者を対象として web 調査を行い、実施している健康教育について 85 施設（8.5%）
から有効回答を得た。「パートナーとの関係」については 49.4%で健康教育が実施されていたが、
食生活や育児指導、メンタルヘルスといった項目が 80%以上であることと比較して十分ではな
い現状が明らかになった。この調査では、「パートナーの役割」についても 76.5％が実施してい
たが、このテーマについては分娩期の具体的な役割等、親となる夫婦のパートナーシップについ
ての内容とは異なる可能性がある。また、この調査については回答の回収率が 8.5%にとどまっ
ていたことから、積極的に健康教育に取り組んでいる母子健康包括支援センターや担当者の回
答に偏っている可能性があり、実際にはより低い実施率であることが推測される。 

（３）初めて親となる夫婦のパートナーシップを促進するための情報提供の方向性 

以上の調査から、現在においても出産前後の夫婦関係満足が女性の側で低下していることや、
全国の自治体におけるパートナーシップ関係の健康教育実施状況が半数に満たない現状が明ら
かになった。今回介入プログラムの実施および効果検証はできなかったが、先行研究 5)をベース
に初めて親となる夫婦のパートナーシップを促進するための情報提供シートを作成し、自治体
等の健康教育でも活用しやすいものとした。継続した研究によって情報提供内容や方法の改善、
効果検証を行う必要があり、特に今後はコロナ禍で加速したデジタル化、オンライン化を取り入
れた方法を用いていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 情報提供シートの一部 
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